
前文 

世界防災フォーラム 2023/IDRC2023 in SENDAI には、39 カ国から三日間のべ５４１２

名の参加者が集まりました。国際機関、政府、学術界、民間企業、NGO、市民の対話を通

じて、災害リスク軽減の具体的な解決策を議論し、世界に情報発信しました。紛争は災害リ

スク軽減の最大の敵であり、仙台防災枠組、パリ協定、SDGs が目標達成に大きく遅れをと

っている原因の一つであることから、世界各地の紛争問題を早期に解決してほしいという

声が上がりました。一方で、災害リスク軽減に関する国際協力が、紛争問題を解決する糸口

になる可能性があることも、本フォーラムでは強調されました。Covid-19 パンデミックは

多大な犠牲者を出しましたが、本フォーラムでは事前の備えと非常時の医療分野の維持の

重要性が指摘されました。トルコとシリアの地震に関する特別セッションでは、学術界と実

務家による課題と解決策が議論されました。災害リスク軽減のためには、新しい技術の開発

が有効ですが、すでに世界には十分な技術があり、それが社会に浸透していないことが問題

であるとの指摘がなされました。社会経済的に異なるグループが災害に対してより脆弱で

あるというギャップを埋めるために、災害リスク軽減における包括性と持続可能性を含む

人間中心のアプローチが注目されました。災害関連博物館に関連する絵本や災害語りなど

の教育・啓発は、災害体験の記憶を次世代に残すための砦となります。女性、子供、障害者

の視点からの参加は、災害リスクをさらに軽減することになると、いくつかのセッションで

議論されました。仙台市は、地域レベルでの災害リスクの把握に役立つ「仙台フレームワー

ク」の中間レビューを実施しました。「World BOSAI EXPO」として、民間企業の防災製品

技術や防災関連団体の活動を紹介する展示も行われました。 

 

今回のフォーラムでは、仙台防災枠組の中間レビュープロセスに対して、以下のような提

言がなされました。 

 

 

 

1. 本フォーラムは、仙台防災枠組の高い価値とその実施が早く進むことの重要性を認識し

ています。その意味で国連防災機関の重要な役割を尊重します。最終的には、仙台防災

枠組の推進と見直しが、各国における災害リスク軽減の実践につながり、ナショナルプ

ラットフォームとその事務局（多くの場合、国家防災組織）の強化を含む、災害リスク

軽減を現場で実施するための国や地域のメカニズムの強化につながることが必要です。 

 

災害リスクの理解（仙台防災枠組の優先分野 1） 

 

2. リスク情報と防災の意思決定や行動との結びつきをさらに高めるために、リスク評価を

含む信頼できるエビデンスが必要です。 



 

3. 信頼性を高めるために、過去の災害損失・被害データ・統計も十分に活用・参照する必

要があります。また、インフラを含む経済的損失をより適切に算出できるようにする必

要があります。 

 

4. 災害リスク軽減とレジリエンス構築に関する理解しやすい指標が必要です。レジリエン

スはどこまで取り組めば良いのか。国内および国を超えた関係者の間で、実質的な議論

が必要です。 

 

5. 仙台のモニタリングは、国だけでなく、市町村を含む地方公共団体も行い、地域レベル

の災害リスクを把握することが必要です。 

 

災害リスクを管理するための災害リスクガバナンスの強化（仙台防災枠組の優先分野 2） 

 

6. 災害リスク教育に携わる優秀な人材を確保するための教育プログラムを充実させる必

要があります。科学的根拠に基づき、最適な災害リスク軽減行動を策定するための学際

的な実践プログラムをより多く立ち上げるべきです。 

 

7. 災害リスク軽減のためのナショナルプラットフォームの強化と、公共事業、建設、計画、

財務など災害リスク軽減に投資する国の組織との連携が重要です。 

 

8. 災害リスク軽減のための構造的な対策と非構造的な対策の両方のバランスが重要です。

そして、限られた資源の中で様々な主体が行う災害リスク軽減の効果を最大化するため

に、災害リスク軽減策の最適な組み合わせが必要であり、そのための災害リスク軽減効

果評価手法の確立が必要です。 

 

9. 災害リスク軽減のための投資への民間セクターのさらなる関与が必要です。災害リスク

軽減のための国家戦略や予算があれば、民間セクターの関与はより効果的でしょう。 

 

10. 具体的な行動（有形、測定可能、目に見える、「地図にできる」、GIS ベースの行動）が

地域レベルで必要です。グローバルレベルのアジェンダは、ローカルレベルのアクショ

ンのためにあるべきです。すべての災害はローカルレベルに影響を与えるので、活動は

行動指向でなければいけません。 

 

レジリエンスのための災害リスク軽減への投資（DRR のための仙台フレームワークの優先

分野 3） 



 

11. 実質的なリスク低減のために、民間投資の指導・管理を含め、災害リスク低減への継続

的な投資が必要です。上記を実現するために、持続可能な予算を確保する必要がありま

す。 

 

12. 災害リスク軽減を空間計画、都市計画、農村計画、土地利用計画と連携させる必要があ

ります。災害リスクは短期的には大きく減少せず、気候変動の影響には遅発性災害も含

まれることから、災害リスク軽減のための継続的な投資と空間計画が重要です。 

 

13. 公共資産の保険など、レジリエントなインフラのためのより良い金融メカニズムを開発

する必要があります。 

 

14. 必要な事前災害投資と防災行動は、国や地域の経済的・社会的発展レベルに応じて最適

化する必要があります。早期警報システムは、仙台防災枠組のグローバルターゲット A、

B を達成するために有効であるが、仙台防災枠組のグローバルターゲット C、D を達成

するためには、他の有効な防災対策と組み合わせることも考慮しなければいけません。 

 

効果的な対応と復旧・復興における「より良い復興」のための災害への備えを強化する（仙

台フレームワークの優先分野 4）。 

 

15. 東日本大震災の教訓から生まれた「Build Back Better」の原則に基づく災害発生前の事

前復興計画は、事前防災投資として非常に効果的であり、復興にかかる時間とプロセス

を改良することができます。 

 

16. インフラ整備など、復旧・復興の「ハード」面での復興は、必ずしも被災者一人ひとり

の「復興」を意味しません。例えば大規模災害の数年後でも、被災者の自殺率は高いま

まです。その意味で、"Build Back Better "は、被災者一人ひとりの心理社会的状況に焦

点を当て、必要な措置を講じるべきです。そのような措置は、被災者が将来のリスク軽

減に取り組むことを促し、地域社会の回復力を高めることになります。 

 

 

横断的課題および新たな課題 

 

17. 災害リスク評価の精度を向上させるために、アカデミアの参加を得て、科学的な国際協

力ネットワークをさらに強化する必要があります。 

 



18. 仙台枠組の実施期間前半に蓄積された国や地域の優良事例の共有、仙台枠組の定期的な

見直し、気候変動適応問題など、各国の防災主管官庁の視点から災害リスク軽減の重要

課題を議論する定期的な政府間会合の場がないことが課題です。 

 

19. 気候リスクの増大の問題を認識すると同時に、UNFCCC の下での気候変動適応のグロ

ーバルなプロセス、特に COP シリーズにおいて、気候変動に関連する災害リスク軽減

の問題が 防災主管官庁の十分な関与なしに議論・決定されていることを懸念する声が

ありました。 

 

20. 気候変動に長年対応してきた国と、新たなリスクとして気候変動に直面している国との

間のギャップを埋め、知識を共有することが必要です。従来の災害リスク軽減戦略は、

気候変動による災害にも有効です。 

 

21. 気候変動への適応策と災害リスク軽減の関連性について、国レベルでの災害損失や被害

に関する確かなデータに基づき、科学的根拠に基づく議論やエビデンスが必要です。 

 

 


